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株 主 各 位
東京都千代田区神田猿楽町二丁目4番11号
犬塚ビル1階

イ メ ー ジ 情 報 開 発 株 式 会 社
代表取締役社長  代 永 拓 史

1. 日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都千代田区神田猿楽町二丁目4番11号

犬塚ビル1階
イメージ情報開発株式会社　本社会議室

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第47期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第47期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
　第１号議案
　第２号議案
　第３号議案

定款一部変更（株主総会資料の電子提供制度導入）の件
取締役５名選任の件
監査役１名選任の件

第47回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます｡

  さて、当社第47回定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申し上げます。

　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、株主様の健康を第一に考え、当

日のご出席はお控えいただきたく、可能な限り書面による議決権の事前行使をお願い申し上

げるとともに、株主総会に来場される株主様におかれましては、マスク着用などの対策をお

取りいただけますようお願い申し上げます。併せて、当社の判断に基づき、株主総会会場に

おいて株主様の安全確保及び感染拡大防止のために必要な措置を講じる場合もありますの

で、ご協力のほどお願い申し上げます。

  当日ご出席に代えて、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら後

記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する

賛否をご表示いただき、2022年６月23日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送

くださいますようお願い申し上げます。
敬　具

記

以　上
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本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第17条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.image-inf.co.jp/）に掲載し
ております。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況」
② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

  したがいまして、本招集ご通知提供書面は、監査役会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告
を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。
  当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。なお、代理人が株主総会に出席される場合、定款第15条の規定に基づき、代
理人は議決権を有する他の株主様１名とさせていただきます。また、その際は、代理権を証明する
書面のご提出が必要となりますので、ご了承ください。
  なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.image-inf.co.jp/)に掲載させていただきます。

〈新型コロナウイルスをはじめとする感染症の感染拡大防止への対応〉
１. 株主様へのお願い
  ・株主の皆様におかれましては、今後も新型コロナウイルス感染症に関する情報を随時ご確認い

ただくとともに、健康状態にご留意いただき、株主総会へのご来場を見合わせていただくこと
を含めて、ご検討くださいますようお願い申し上げます。

  ・特に、ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方、体調のすぐれない方は、株主総会
へのご来場について、慎重なご判断をお願い申し上げます。

２. 来場される株主様へのお願い
  ・会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします（ご来場の株主様は、マ

スクの持参・着用をお願い申し上げます）。
  ・会場入口付近で検温させていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方は、

入場をお断りし、お帰りいただく場合がございますので、あらかじめご了承ください。
  ・また、開会後に体調がすぐれないように見受けられる方につきましても、運営スタッフがお声

掛けする場合やご退出をお願いする場合もございますので、あらかじめご了承ください。
  ・株主総会の運営スタッフは、検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用（受付においては手袋

着用）で応対させていただきます。
  ・本総会においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため所要時間を短縮する観点

から、議場における報告事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細な説明は省略させていた
だきます。株主様におかれましては、事前に本招集ご通知にお目通しいただけますようお願い
申し上げます。

  ・株主総会の所要時間を短縮するため、ご質問は株主様おひとり１つのみとさせていただきま
す。あらかじめご了承くださいますよう、お願い申し上げます。

  ・なお、今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.image-inf.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限等が解除さ

れ、経済の持ち直しの動きが見られる一方、ロシアのウクライナ侵攻の影響等による世界的なイ

ンフレ懸念及び急激な円安の進行等により、先行きの不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要な事業領域である情報サービス業界においては、企業の生産性向上や業務

効率化を目的としたデジタルトランスフォーメーションによる新たな需要が継続的に活性化して

いる一方で、業界全体の人材不足は顕在化した大きな課題となっております。

　このような環境の中、当社グループは、事業規模の拡大による企業価値向上に向け、以下の主

要施策に取り組んでまいりました。

①収益が悪化している事業の見直し

　ＢＰＯ・サービス事業分野におけるサービス強化として、金融機関、商工会議所、クレジット

カード会社等との連携による事業展開を進めてまいりました。

②積極的な事業投資

　事業拡大や競争力強化を目的として経営企画および営業の体制強化を行いました。また、収益

管理システムの改善による採算性の厳格管理等を進めました。今後も、競争環境に迅速に対応で

きる人材の確保、商品およびサービスの開発、管理システムの強化等、継続的かつ積極的に事業

投資を行ってまいります。

③ITソリューション分野における提携関係の強化

　ITソリューションベンダー等との業務提携を通じて、営業から生産、運用、保守といったバリ

ューチェーン全体にわたり最適なITソリューションを構築し、顧客の課題解決を包括的に進めて

おります。今後、ITソリューションベンダー等との業務提携の拡大により、営業活動の効率化を

図り、安定的な案件獲得へ向け、着実に推進してまいります。

④事業推進管理の強化による営業黒字の継続、拡大

　上流工程の厳格化による原価低減、システム設計開発手法の改善による生産性の向上、開発ス
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キルや協力会社の選択等を含めた開発体制の適正化等を通じて、事業推進管理の強化による採算

性の向上を進めております。

⑤継続的な事業拡大に向けたビジネスモデルの整備

　多種多様化するニーズに合わせ、お客様のご要望に応じた企画から設計・開発・運用・保守ま

での一貫サービスを行っております。また、システム設計・構築における上流工程を重要視し、

実績・ノウハウを蓄積して顧客満足度の向上に努めてまいりました。

　さらにデジタルトランスフォーメーションを促進・強化するためのITソリューションを市場に

投入することにより、案件規模を拡大、新規顧客開拓を加速し、安定的な案件獲得へ向け着実に

推進しております。

　また、IT分野への集中と事業拡大を目指し、メディカル&アンチエイジング事業（医療モール

の運営管理）につきましては、運営会社である株式会社マーベラントの全株式譲渡により事業か

ら撤退いたしました。

⑥成長加速のための資金調達およびM&Aを含めた他社との提携

　事業の成長を加速する施策としまして、資金調達およびM&Aを含めた他社との提携の創出に取

り組んでおります。他社との提携につきましては、2021年12月に３ＰＬＡＴＺ株式会社との間で

業務提携契約を締結しフィンテック領域での新サービスの開発に取り組んでおります。

　また、これら施策の実施に加えて、お客様への継続的かつ安定的なサービスの提供に努め、IT

ソリューション分野では大型システムの納入の他、ITソリューションベンダー等との連携による

新規システムへの着手等を行い、また、業務プロセス面でのＱＣＤ向上の取り組みを実施してき

た結果、サービス品質が安定したほか、生産性の向上等により、固定費の水準が低下しました。

一方、ＢＰＯ・サービス分野では、重点顧客の深耕に努めましたが、新型コロナウイルス感染症

の行動制限の影響を強く受けました。

　このような取り組みの結果、売上高は928,825千円（前年比35.6％増）となりました。また、

利益面におきましては、売上総利益は160,110千円（前年比9.4％増）となりましたが、販管費の

増加等により、営業利益は5,655千円（前年比59.2％減）、経常利益は9,501千円(前年比56.3％

減)となりました。また、関係会社株式売却益38,032千円、訴訟関連費用21,103千円の発生等及

び法人税等により、親会社株主に帰属する当期純利益は6,423千円(前年比95.6％減)となりまし

た。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。売上高は外部顧客への売上高を表示しており、ま

た、利益は売上総利益を表示しています。

〔ITソリューション〕企業システムのコンサルティング及び設計、開発につきましては、当連

結会計年度前半に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う営業活動が停滞したものの、既存取

引先との運用及び保守の業務受託等については影響を最小限に止められました。また当連結会

計期間においては、商品販売を含む大型案件を計画通りにシステム納入しました。また、売上

原価についても、プロジェクト管理の見直し等による売上原価の圧縮が効を奏した結果、売上

高は818,332千円（前年比55.0％増）、セグメント利益は150,053千円（前年比14.6％増）とな

りました。

〔ＢＰＯ・サービス〕ＢＰＯ(業務アウトソーシング)及び決済代行等各種サービスにつきまし

ては、当連結会計年度の後半には、新型コロナウイルス感染症の「第５波」の収束による小売

店や飲食店の業績回復に伴い売上高が増加しましたが、年間を通じて、厳しい状況が続きまし

た。その結果、売上高は67,809千円(前年比13.1％減)、セグメント利益は5,748千円(前年比

68.8％減)となりました。

〔その他〕メディカル&アンチエイジング事業(医療モールの運営管理)につきましては、株式

会社マーベラントにて事業を運営しておりましたが、その全株式を2021年9月28日付けで譲渡

しました。その結果、当連結会計年度の売上高は第２四半期連結累計期間の実績となります。

売上高は42,682千円(前年比45.9％減)、セグメント利益は4,308千円(前年比23.9％減)となり

ました。

－ 5 －



事業区分

第４６期

（2021年３月期）

第４７期

（2022年３月期）

（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

ITソリューション

千円

528,091

%

77.1

千円

818,332

%

88.1

千円

290,241

%

54.9

ＢＰＯ・サービス 78,026 11.4 67,809 7.3 △10,217 △13.1

その他 78,836 11.5 42,682 4.6 △36,154 △45.8

 合  計 684,954 100.0 928,825 100.0 243,871 35.6

事業区分

第４６期

（2021年３月期）

第４７期

（2022年３月期）

（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

ITソリューション

千円

130,884

%

84.4

千円

150,053

%

93.7

千円

19,169

%

14.6

ＢＰＯ・サービス 18,414 11.9 5,748 3.5 △12,666 △68.7

その他 5,663 3.7 4,308 2.6 △1,355 △23.9

 合  計 154,963 100.0 160,110 100.0 5,147 3.3

セグメント別の売上高の状況

※ セグメント間の取引については相殺消去しております。

セグメント別の売上総利益の状況

※ セグメント間の取引については相殺消去しております。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度において、重要な設備投資等は行っておりません。
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(3) 資金調達の状況

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症の発生に起因した一時的な資金需要への対応

及び運転資金へ充当するため、金融機関より長期借入金として140,000千円の資金調達を行

っております。

(4) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、2021年９月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社マーベラ

ントの全株式をホーイズム株式会社へ譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いた

しました。その後、2021年９月28日付で株式譲渡手続きが完了したため、株式会社マーベラント

を連結の範囲から除外いたしました。

(5) 対処すべき課題
　当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指し、安定的な収益の確保と事
業基盤の整備に向けて、重点的に以下の施策に取り組んでおります。なお、取組状況におきまし
ては「(1) 事業の経過及びその成果」をご参照ください。

①　収益が悪化している事業の見直し
②　積極的な事業投資
③　ITソリューション分野における提携関係の強化
④　事業推進管理の強化による営業黒字の継続、拡大
⑤　継続的な事業拡大に向けたビジネスモデルの整備
⑥　成長加速のための資金調達およびM&Aを含めた他社との提携

（配当について）

　当社グループは、将来にわたる企業価値向上のために内部留保の充実及び業容拡大のための先

行的な投資を優先する方針とし、将来的には業績や景況感等を総合的に勘案しながら株主様への

配当方針を検討いたします。

　当社グループは第46期決算にて黒字転換し、2期連続で黒字を確保いたしました。しかしなが

ら、当期の収益、及び今後の企業価値向上への投資に向けた内部留保の確保を勘案し、株主の皆

様には誠に申し訳ありませんが、無配とさせていただきます。

　当社は、株主の皆様のご期待に応えられるよう努めてまいりますので、今後とも何卒一層のご

理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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年　度
区　分

第44期
（2019年３月期）

第45期
（2020年３月期）

第46期
（2021年３月期）

第47期
(当連結会計年度)
（2022年３月期）

売 上 高 (千円) 702,048 692,887 684,954 928,825

経常利益又は経常損失(△) (千円) △56,287 △62,531 21,736 9,501

親会社株主に帰属する当期純利益又は親
会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) △156,998 △61,182 144,884 6,423

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失（△）

(円) △86.97 △30.34 71.86 3.19

総 資 産 (千円) 531,372 589,970 799,750 767,520

純 資 産 (千円) 234,009 252,113 346,876 337,534

年　度
区　分

第44期
（2019年３月期）

第45期
（2020年３月期）

第46期
（2021年３月期）

第47期
(当事業年度)

（2022年３月期）

売 上 高 (千円) 36,166 69,500 69,676 73,454

経 常 損 失 ( △ ) (千円) △62,070 △59,395 △11,497 △18,885

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △156,452 △43,926 115,409 30,999

１株当たり当期純利益又は１
株 当 た り 当 期 純 損 失 ( △ )

(円) △86.67 △21.79 57.24 15.37

総 資 産 (千円) 343,854 405,346 457,666 379,905

純 資 産 (千円) 198,457 243,616 325,902 341,135

(6) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）１.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式

数に基づいて算出しております。

      ２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首

から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と

なっております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

（注）１.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式

数に基づいて算出しております。

      ２.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適

用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており

ます。
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会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

イメージ情報システム株式会社 70百万円 100.0％

シ ス テ ム 設 計 / 構 築
運 用 / 保 守 事 業
商 品 販 売 事 業
B P O / サ ー ビ ス 事 業

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。

②親会社等との取引に関する事項

該当事項はありません。

③重要な子会社の状況

（注）当社は、連結子会社である株式会社マーベラントを2021年９月28日付で全株式を売却

したことにより、連結の範囲から除外いたしました。

(8) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事業内容

当社グループは、当社、連結子会社１社(イメージ情報システム株式会社)の計２社で構成され

ており、業務改革や課題解決を進める企業に対し、ＩＴ戦略の支援からシステムの設計構築・運

用保守･業務アウトソーシング等の総合的なサービスを提供しております。

特定のメーカーやパッケージソフト等に依存せず、顧客企業のビジネス戦略に沿った柔軟なシ

ステム実現、ワンストップでの総合的なサービス提供を特徴としております。

当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

①ITソリューション事業

・コンサルティング／設計／構築事業

当事業においては、主にＩＴ戦略の支援及びシステムの設計構築を行っております。当社及

びイメージ情報システム株式会社が事業を展開しております。

・運用／保守

当事業においては、主にコンサルティング／設計／構築事業において顧客に提供したシステ

ムの運用・保守業務を受託しております。当社及びイメージ情報システム株式会社が事業を展

開しております。
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・商品販売

当事業においては、情報通信機器、ソフトウエアの仕入／販売、自社開発のパッケージソフ

トウエアの製造／販売行っております。販売については当社及びイメージ情報システム株式会

社が事業を展開しております。

②ＢＰＯ／サービス事業

当事業においては、決済処理業務や会員管理業務等を受託しております。当社及びイメージ

情報システム株式会社が事業を展開しております。

③その他

新規事業の創出及び展開を行っております。

－ 10 －



名 称 所 在 地

本 社 東京都千代田区

会 社 名 所 在 地

イ メ ー ジ 情 報 シ ス テ ム 株 式 会 社 東京都千代田区

(9) 主要な営業所（2022年３月31日現在）

① 当社

② 子会社

従業員数 57〔2〕名 前連結会計年度末比増減　4名減

平均年齢 46歳 平均勤続年数　13年2ヶ月

従業員数 6〔0〕名 前事業年度末比増減　2名増

平均年齢 54歳 平均勤続年数　1年7ヶ月

(10) 従業員の状況（2022年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は、就業人員であります。

２. 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員であります。

② 当社の従業員の状況

（注）１. 従業員数は、就業人員であります。

２. 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員であります。

借入先 借入額

株式会社きらぼし銀行 100,000千円

株式会社常陽銀行  40,000千円

(11)主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

（注）借入は当社子会社イメージ情報システム株式会社によるものであり、当社は債務保証を行っておりま

す。
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① 発行可能株式総数 7,120,000株

② 発行済株式の総数 2,080,000株

③ 当事業年度末の株主数 637名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社イメージ企画 612,000株 30.35％

中　村　義　巳 317,700株 15.75％

株式会社ＮＢＩ 200,000株 9.91％

代　永　　　衛 197,900株 9.81％

代　永　英　子 162,600株 8.06％

代　永　拓　史 53,200株 2.63％

吉　川　直　樹 41,300株 2.04％

中　根　近　雄 20,000株 0.99％

イメージ情報開発従業員持株会 17,000株 0.84％

株式会社ＳＢＩ証券 16,600株 0.82％

２. 会社の現況

株式の状況（2022年３月31日現在）

（自己株式63,759株を含む。）

④ 大株主

(注) １. 当社は、自己株式を63,759株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 代　永　拓　史
株式会社ＮＢＩ代表取締役
イメージ情報システム株式会社取締役

取締役 小　山　　脩

取締役 逸　見　基　裕

常勤監査役 陣野原　博　幸 イメージ情報システム株式会社監査役

監査役 鹿　野　裕　司 株式会社デジタルコンセプト代表取締役

監査役 日　原　仰　起

氏名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

西　村　　馨 2021年６月25日 辞任 取締役

神　谷　和　秀 2021年11月18日 辞任 取締役（社外取締役）

３. 当社の会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役小山脩及び逸見基裕の両氏は社外取締役であります。

２. 監査役鹿野裕司及び日原仰起の両氏は社外監査役であります。

３. 取締役小山脩氏、逸見基裕氏、監査役鹿野裕司氏及び日原仰起氏を東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４. 事業年度中に退任した取締役

(2) 取締役及び監査役の報酬等

役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月18日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決

定方針を決議しております。

① 取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

[基本報酬に関する方針]

（a）取締役の報酬は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを付

与し決定運用いたします。

（b）当社の個々の取締役の報酬は、すべて固定報酬とし、次の報酬方針に従って社外取締役及び

監査役の助言・提言を考慮し、公正性・透明性を確保し取締役会において決定いたします。

－ 13 －



区 分 報酬等の総額 報酬の種類別の総額 対象となる
役員の員数

基本報酬 その他の報酬

取 締 役
（内、社外取締役）

13,930千円
（1,900千円）

13,930千円
（1,900千円）

－
（－）

5名
（3名）

監 査 役
（内、社外監査役）

2,400千円
（1,200千円）

2,400千円
（1,200千円）

－
（－）

3名
（2名）

合 計
(内、社外役員)

16,330千円
(3,100千円）

16,330千円
(3,100千円）

－
（－）

8名
(5名）

（報酬方針）

・業務執行取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬総枠の中で、月例の固定報酬と

し、役位間、従業員、同業他社、地域水準等と比較して、バランスに配慮したものであるこ

と。

・業績との整合性を図るほか、具体的・合理的な経営指標に基づいたインセンティブの設定等、

中長期的な業績の向上と企業価値の増大に資する意識付けを図るものであること。

・社内外の優秀な人材を確保することができる水準であること。

・非業務執行取締役の取締役の報酬については、株主総会で承認された報酬総枠の中で、業務執

行取締役の報酬とのバランスに配慮したものであること。

・社外取締役として、経営に対する監督機能を適切に行うことができ、また、その独立性を保ち

得るものであること。

（c）上記報酬方針に従い、個々の報酬部分については、役位間、従業員とのバランス等を配慮

し取締役就任年数、業務実績等を勘案のうえ加減できるものとしております。

　取締役の報酬総額は、2001年５月開催の定時株主総会において、取締役について年額１億円以

内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議されております。当該株主総会終結時点の取締役

の員数は４名であります。

② 監査役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

2001年５月開催の定時株主総会において、監査役の報酬総額は年額5,000万円以内と決議されて

おります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は１名であります。

　なお、その報酬総枠以内を条件に、監査役の協議により決定することとしております。

当事業年度の役員の報酬については、取締役の個人別の報酬等に関する方針及び内容について審

議を行い、社外取締役及び監査役の助言・提言を受け、取締役会において決定をしております。

(注) １. 上表には、2021年６月25日開催の第46回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名

及び2021年11月18日付けで退任した取締役１名を含んでおります。
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２. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３. 取締役会は、代表取締役代永拓史氏に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しておりま

す。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門の評価を行うには

代表取締役が適していると判断したためであります。
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地位 氏名 出席状況及び発言状況

社 外 取 締 役 小 山 　 脩

当事業年度中に開催された取締役会21回のうち21回出

席し、主に当社グループの主たる事業における経営者

としての豊富な経験と幅広い見識及びネットワークを

有する見地から、取締役会において、当該視点から積

極的に意見を述べており、特にコーポレート・ガバナ

ンスの強化について専門的な立場から助言を行うな

ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切

な役割を果たしております。

社 外 取 締 役 神 谷 和 秀

2021年６月25日就任後、同年11月18日に退任するま

で、当事業年度中に開催された取締役会8回のうち7回

出席し、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い知識

等を活かし、取締役会において、意思決定の妥当性・

適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま

す。

社 外 取 締 役 逸 見 基 裕

2021年６月25日就任後、当事業年度中に開催された取

締役会15回のうち15回出席し、企業経営等の豊富な経

験や実績、幅広い知識等を活かし、取締役会におい

て、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切

な役割を果たしております。

社 外 監 査 役 鹿 野 裕 司

当事業年度中に開催された取締役会21回のうち18回、

監査役会23回のうち22回出席し、企業経営等の豊富な

経験や実績、幅広い知識等を活かし、取締役会におい

て、取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を行っております。また監査役会において、

豊富な経験と高い見識に基づき適宜、必要な発言を行

っております。

(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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地位 氏名 出席状況及び発言状況

社 外 監 査 役 日 原 仰 起

当事業年度中に開催された取締役会21回のうち21回、

監査役会23回のうち23回出席し、企業経営等の豊富な

経験や実績、幅広い知識等を活かし、取締役会におい

て、取締役の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を行っております。また監査役会において、

豊富な経験と高い見識に基づき適宜、必要な発言を行

っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各社外監査役、また、2021年11月18日付で取締役を退任し

た神谷和秀氏と会社法第423条第１項の賠償責任について、その賠償責任を法令の定め

る最低責任限度額に限定する契約を締結しております。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮することができるように

するとともに、取締役として有用な人材の招聘を行うことができるよう、会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆О保険）を保険会社との間で締結して

おります。

その契約の内容の概要は、取締役３名及び監査役３名の計６名を被保険者として、被保

険者が会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に株主、会社、

従業員、その他第三者から損害賠償請求がなされた場合に係る損害賠償金および訴訟費用

等を補うものです。なお、当該保険の保険料につきましては、社外取締役の同意を得て、

会社が負担することとしております。
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公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 14,500千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,500千円

４. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

監査法人アリア

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監

査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が

適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判

断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し

た監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理

由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人監査法人アリアは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額としておりま

す。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五入によ

り表示しております。

－ 18 －



（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流 動 資 産 660,064 流 動 負 債 154,496

現 金 及 び 預 金 504,972 買 掛 金 43,995

受取手形、売掛金及び契約資産 114,415 未 払 法 人 税 等 16,024

仕 掛 金 379 賞 与 引 当 金 14,005

貯 蔵 品 277 そ の 他 80,470

前 払 費 用 17,601 固 定 負 債 275,489

そ の 他 22,958 長 期 借 入 金 106,664

繰 延 税 金 負 債 17,153

固 定 資 産 107,455 退 職 給 付 に 係 る 負 債 151,671

有 形 固 定 資 産 5,255

工具、器具及び備品 355 負 債 合 計 429,986

建 設 仮 勘 定 4,899 純　資　産　の　部

無 形 固 定 資 産 10,600 株 主 資 本 297,815

ソフトウェア仮勘定 10,600 資 本 金 301,000

投 資 そ の 他 の 資 産 91,599 資 本 剰 余 金 8,552

投 資 有 価 証 券 72,528 利 益 剰 余 金 42,269

繰 延 税 金 資 産 3,348 自 己 株 式 △54,005

そ の 他 15,723 その他の包括利益累計額 39,718

その他有価証券評価差額金 39,718

純 資 産 合 計 337,534

資 産 合 計 767,520 負 債 及 び 純 資 産 合 計 767,520

連 結 貸 借 対 照 表

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 928,825

売 上 原 価 768,714

売 上 総 利 益 160,110

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 154,455

営 業 利 益 5,655

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 88

助 成 金 収 入 2,785

受 取 家 賃 1,326

そ の 他 2,008 6,208

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,317

そ の 他 45 2,362

経 常 利 益 9,501

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 38,032 38,032

特 別 損 失

減 損 損 失 4,730

訴 訟 関 連 費 用 21,103 25,834

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 21,699

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,002

法 人 税 等 調 整 額 △726 15,275

当 期 純 損 利 益 6,423

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 -

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6,423

連 結 損 益 計 算 書

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流 動 資 産 237,700 流 動 負 債 21,119

現 金 及 び 預 金 183,189 買 掛 金 179

売 掛 金 296 未 払 金 5,285

貯 蔵 品 33 未 払 法 人 税 等 290

関係会社未収入金 32,116 前 受 金 11,643

前 払 費 用 10,796 そ の 他 3,720

関 係 会 社 立 替 金 8,184 固 定 負 債 17,649

そ の 他 3,083 退 職 給 付 引 当 金 496

固 定 資 産 142,205 繰 延 税 金 負 債 17,153

投資その他の資産 142,205

投 資 有 価 証 券 72,528 負 債 合 計 38,769

関 係 会 社 株 式 65,000 純　資　産　の　部

そ の 他 4,677 株 主 資 本 301,417

資 本 金 301,000

利 益 剰 余 金 54,423

利 益 準 備 金 2,000

その他利益剰余金 52,423

繰越利益剰余金 52,423

自 己 株 式 △54,005

評 価 ・ 換 算 差 額 等 39,718

その他有価証券評価差額金 39,718

純 資 産 合 計 341,135

資 産 合 計 379,905 負債及び純資産合計 379,905

貸　借　対　照　表

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 73,454

売 上 原 価 9,739

売 上 総 利 益 63,715

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 85,041

営 業 損 失 （ △ ） △21,325

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 66

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,050

受 取 家 賃 1,326

そ の 他 17 2,460

営 業 外 費 用

支 払 利 息 20 20

経 常 損 失 （ △ ） △18,885

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 42,390 42,390

特 別 損 失

訴 訟 関 連 費 用 21,103

減 損 損 失 3,228 24,331

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △827

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △31,826 △31,826

当 期 純 利 益 30,999

損　益　計　算　書

（注） 金額は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂木　秀俊 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山中　康之 ㊞

独立監査人の監査報告書

2022年５月25日

イメージ情報開発株式会社

取締役会　御中
監査法人アリア
東京都港区

　

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、イメージ情報開発株式会社の2021年４月１日から

2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、イメージ情報開発株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の

財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど

うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど

うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計

算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個

別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重

要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報

告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類

の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連

結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な

監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は

軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以上
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代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂木　秀俊 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山中　康之 ㊞

独立監査人の監査報告書

2022年５月25日

イメージ情報開発株式会社

取締役会　御中

監査法人アリア

東京都港区

　

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、イメージ情報開発株式会社の2021年４月１

日から2022年３月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及

計算書類に係る会計監査報告
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び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか

注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ

の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類

等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が

あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職

業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査

証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告

書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記

事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人

の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書

類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は

軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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監査報告書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第47期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下の通り報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

らも事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに

連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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2022年５月26日

イメージ情報開発株式会社　監査役会

常勤監査役 陣野原　博　幸 ㊞

社外監査役 鹿　野　裕　司 ㊞

社外監査役 日　原　仰　起 ㊞
　

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及び附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ

き事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

以上
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現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）

第１７条　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結

計算書類に記載または表示をすべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示することにより、株

主に対して提供したものとみなすことができる。

＜削除＞

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更（株主総会資料の電子提供制度導入）の件
１．変更の理由 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則 第１条ただし書きに

規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備える

ため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

① 変更案第17条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる

旨を定めるものであります。

② 変更案第17条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定

するための規定を設けるものであります。

③ 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第17条）は不要とな

るため、これを削除するものであります。

④ 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２．変更の内容 変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所）
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現行定款 変更案

＜新設＞

（電子提供措置等）

第１７条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報につい

て、電子提供措置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち

法務省令で定めるものの全部または一部につい

て、議決権の基準日までに書面交付請求した株

主に対して交付する書面に記載しないことがで

きる。

（附則）

１．現行定款第１７条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の削除およ

び変更案第17条（電子提供措置等）の新設は、

会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第

70号）附則第１条ただし書きに規定する改正規

定の施行の日である2022年９月１日（以下「施

行日」という）から効力を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か

月以内の日を株主総会の日とする株主総会につ

いては、現行定款第17条はなお効力を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した日

または前項の株主総会の日から３か月を経過し

た日のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１
代 永 拓 司
(1970年10月１日)

1994年４月  ノベル株式会社入社
1998年７月  キヤノン株式会社入社
2002年２月  フューチャーシステムコンサルティング株式会社

（現 フューチャーアーキテクト株式会社） 入社
2005年１月  当社入社 執行役員
2005年６月  当社 取締役副社長
2006年６月  当社 代表取締役副社長
2006年10月  当社 代表取締役社長
2008年11月  株式会社NBI設立 代表取締役（現任）
2012年６月  当社 取締役退任
2019年４月  ポートホールディングス株式会社 取締役
2019年６月  当社 代表取締役社長（現任）

－株

【選任理由】

長年にわたり企業経営及びIT事業に従事し豊富な経験・実績・
見識を有し、当社の経営戦略を強力に推進しております。今後
もその豊富な経験により培った知見と能力が当社の経営に欠か
せないものと判断できるためであります。

第２号議案 取締役５名選任の件
　本株主総会終結の時をもって取締役全員（３名）が任期満了となります。つきましては、社外取締
役１名を含む取締役５名の選任をお願いするものです。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

※
２

小 町 博 之
(1956年８月22日)

1979年４月  第一勧業銀行入行

1987年３月  同行 市場営業部 セールスヘッド

1991年10月  同行 海外現地法人（香港・スイス・ロンドン）

2003年10月  みずほ証券（株） エクイティ事業法人部長

2006年３月  みずほコーポレート銀行 リスク管理業務部長

2007年８月  アロカ（株）入社 スイス現地法人

            Board of Director

2010年４月  同社 経理部長

2013年４月  日立アロカメディカル（株）

            取締役業務統括本部長

2015年４月  同社 代表専務取締役（兼）日立製作所 ヘルスケ

ア社財務本部副本部長

2016年４月  （株）日立製作所 ヘルスケアBU CFO

2017年４月  同社 ヘルスケアBU 監査室長

2018年６月  カレンシーポート（株）入社

            執行役員事業戦略担当

2019年４月  青山綜合会計事務所入社 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

2022年５月  当社入社 経営管理部長（現任）

－株

【選任理由】

企業経営全般に豊富な経験と知識を有するとともに、企業会

計に精通しております。これらの経験等をグループ経営や管

理・監督に活用していただき、当社グループの企業価値向上

の実現を期待できるためであります。
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

※
３

梅 本 常 明
(1966年６月22日)

1991年４月  シャープ株式会社入社

2005年６月  シャープ米子株式会社 企画部長

2012年４月  シャープ株式会社 ディスプレイデバイス統轄

            ディスプレイデバイス事業本部

            新規事業推進室長

2013年４月  同社 デバイスビジネスグループ

            デバイスビジネス戦略本部 戦略室長

2014年４月  同社 デバイスビジネスグループ

            デバイスビジネス戦略本部　戦略統轄

2015年４月  Create3株式会社 代表取締役社長（現任）

2020年８月  アンデス電気株式会社 顧問（現任）

－株

【選任理由】

大手企業の経営企画・管理業務全般に携わり、豊富な経験と

知識を有するとともに、新規事業の創出・事業化の推進にお

いて多くの実績を有し、当社グループの企業価値向上の実現

を期待できるためであります。
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

※
４

井 上 康 太
(1973年11月１日)

1998年４月  第一企画株式会社（現 株式会社ADKホールディ

ングス）入社

1998年10月  株式会社ソリトンシステムズ 入社

2003年１月  株式会社ピクセラ 入社

2008年11月  日本ベリサイン株式会社 入社

2010年８月  株式会社ピクセラ 入社

2019年５月  Ｏａｋキャピタル株式会社 入社

2021年12月  当社入社 経営企画室長（現任）

－株

【選任理由】

投資銀行での投資先へのアドバイザリー業務経験とともに、

事業会社の経営企画業務に関する幅広い経験と知識を有し、

当社グループの企業価値向上の実現を期待できるためであ

ります。
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

５ 小 山 　 脩
(1947年３月24日)

1969年４月  株式会社神戸製鋼所入社

1991年４月  同社 新分野事業部 企画管理部長

1993年11月  同社 電子・情報事業本部FA・ロボット本部 営

業部長

1998年１月  同社 理事

1998年６月  コベルコシステム株式会社

            取締役企画管理部長

1999年７月  同社 常務取締役

2003年７月  同社 専務取締役

2006年４月  同社 取締役副社長

2008年４月  同社 取締役会長

2009年４月  同社 顧問

2013年４月  日本電通株式会社 顧問

2015年７月  ＴＭＩソリューションズ株式会社（現ＮＤＩソ

リューションズ株式会社）出向

            代表取締役会長

2018年４月  同社顧問

2019年６月  当社 社外取締役（現任）

－株

【選任理由】

当社グループの主たる事業における経営者としての豊富な

経験と幅広い見識及びネットワークを有しており、当社の経

営とコーポレート・ガバナンスの強化に活かしていただくこ

とを期待できるためであります。

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

２. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３. 小山脩氏は、社外取締役候補者であります。

４. 小山脩氏は、会社法第427条第１項の規定に基づく同法第423条第1項の規定の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であ

ります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結

しております。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

酒 井 　 朗
(1956年４月23日)

1979年４月  第一勧業銀行(現みずほ銀行)入行

1988年９月  浙江第一銀行出向（香港子会社 現OCBC Wing 

Hang Bank）

1993年４月  第一勧業銀行新橋支店 課長 横浜駅前支店 副支

店長

1998年３月  広州駐在員事務所 主席代表

2002年８月  みずほコーポレート銀行 中国営業推進部次長

2005年４月  同行 業務監査部 業務監査役

2006年４月  株式会社安川電機出向 中国業務企画部長

2008年４月  みずほキャピタル株式会社

            執行役員 海外投資部長

2016年６月  株式会社エス・ディー・エス バイオテック

            取締役・監査等委員

－株

【選任理由】

長年の金融業界における豊富な経験と知識を有し、上場企業の

監査等委員である取締役としての経験もあります。これらの経

験や知見をもとに、独立した客観的な立場で当社を適切に監査

していただくことを期待できるためであります。

第３号議案 監査役１名選任の件
　監査役体制の強化及び充実を図るため、監査役１名の増員をお願いするものであります。なお、本

議案につきましては監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 酒井朗氏は新任の社外監査役候補者であります。

２. 酒井朗氏と当社との間には特別な利害関係はありません。

３．酒井朗氏が監査役に就任した場合は、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づく同

法第423条第1項の規定の損害賠償責任を限定する予定であります。

４．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結

しております。候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該

保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以上
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定時株主総会会場ご案内図

イメージ情報開発株式会社

A1出口
外堀通り

神田川

至新宿至新宿 東口東口
東洋高校東洋高校

JR水道橋駅JR水道橋駅 JR御茶ノ水駅JR御茶ノ水駅

東京メトロ
丸ノ内線
東京メトロ
丸ノ内線

東京デザイナー学院東京デザイナー学院 KDX御茶ノ水ビルKDX御茶ノ水ビル

御茶ノ水橋口御茶ノ水橋口
至秋葉原至秋葉原

中央労働金庫中央労働金庫

靖国通り都営新宿線・三田線
東京メトロ半蔵門線
都営新宿線・三田線
東京メトロ半蔵門線

日本大学
法科大学院

明治大学
アカデミーコモン

明治大学
アカデミーコモン神田女学園高神田女学園高

お茶の水小

都
営
三
田
線

都
営
三
田
線

白
山
通
り

本
郷
通
り

JR口

神保町駅神保町駅

御茶ノ水駅御茶ノ水駅

水
道
橋
駅

水
道
橋
駅

A5出口

東京都千代田区神田猿楽町二丁目４番11号

犬塚ビル１階

イメージ情報開発株式会社　本社会議室

交通：

JR御茶ノ水駅　御茶ノ水橋口　徒歩7分

JR水道橋駅　　東口　　　　　徒歩7分

(ご注意)

お車でのご来場はご遠慮願います。


